
１．法人の概要 【役員名簿】

役職名 氏名 現任期終了 備考

理 事 長 吉川　秀隆 R8.6

常 務 理 事 小髙　將根 R7.6 常勤

理 事 増田　將雄 R8.6

理 事 花畑　暢夫 R7.6

理 事 岩城　あすか R8.6

理 事 片岡　博美 R8.6

千円 理 事 國井　美和 R8.6

千円 監 事 松岡　伸晃 R10.6

千円 監 事 松本　勝幸 R10.6

千円

千円

千円

２．役職員の状況 （単位：人）

府派遣 府OB 府派遣 府OB 府派遣

1 1 0 1 0 1 0

8 1 0 1 0 8 1

0 0 0 0 役員の定数・任期・選任方法

0 0 0 0 0 0 0 定数 理事 5 名以上11名以内

3 0 0 3 監事 2 名以内

7 0 0 0 1 6 0 任期 理事 2 年

10 0 0 0 1 9 0 監事 4 年

0 0 0 0 選任方法

3 人）の
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的とする。
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３．主要事業の概要　

（単位：千円）

①

②

③

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

【事業計画及び事業実績】

事　項
事　業　量　

備　考
令和５年度計画 令和５年度実績 令和６年度計画

全事業合計 142,319 125,530 137,192 130,684 162,202

事　業　名

・国際理解教育の推進などを通じて、グローバル人材
の育成や活用を推進する。全事業合計に占める割合 7.3% 8.3% 8.8% 9.9% 7.5%

グローバル人材の育成事業 10,445 10,410 12,112 12,937 12,121

101,746 135,025

事　　業　　名

・国際交流情報を関係機関と共有するとともに、府民
に対して情報を発信することにより、大阪の国際化の
機運を高める。全事業合計に占める割合 9.4% 13.9% 12.1% 12.2% 9.3%

国際交流情報の収集・発信事業 13,361 17,451 16,626 16,002 15,056

【事業規模（事業費）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
備　　考

実績
・多言語支援等を実施し、外国人が活動しやすい環境
をつくる。
・堺留学生会館の運営を行う。全事業合計に占める割合 83.3% 77.8% 79.1% 77.9% 83.2%

実績 当初予算 実績 当初予算

外国人の受入促進・活動環境整備事業 118,513 97,669 108,454

①外国人の受入促進・活動環境の整備事業

(1)外国人相談機能の強化 ◆大阪府外国人情報コーナーの運営 外国人情報コーナーでの相談対応等 外国人情報コーナー相談件数 情報提供、相談対応、電話通訳支援

（相談件数2,800件） 実績2,079件 等を多言語で行うワンストップ型の

大阪府外国人情報コーナーを運営

◆専門相談会の実施 専門家と連携した専門相談会の開催 54回開催（相談件数 130件） 専門家と連携した専門相談会の開催

（52回） （54回）

◆地域での合同・出張相談会の実施 府内市町村等と連携し、地域での合 12回開催（相談者数 91名） 府内市町村等と連携し、地域での合

同・出張相談会の開催（12回） 同・出張相談会の開催（12回）

◆一日インフォメーションサービス事業 実行委員会方式の1日相談会の開催 2回開催 実行委員会方式の1日相談会の開催

(相談者数 106名、相談件数 216件)

◆相談員研修の実施 相談担当者向け研修の実施（3回） 3回開催（参加者 のべ58名） 相談担当者向け研修の実施（3回）

◆OFIXボランティア登録・派遣制度の ボランティア登録派遣制度の運営 登録者数572名 ボランティア登録派遣制度の運営

運営 多言語情報提供先の拡充 語学ボランティア派遣 のべ191名 多言語情報提供先の拡充

◆通訳ボランティア育成・活動支援 ボランティア登録制度の運営 2回開催(参加者 31名) ボランティア登録制度の運営

コミュニティ通訳研修の実施（2回） コミュニティ通訳研修の実施（2回）

（相談件数2,800件）
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やさしい日本語関係研修の実施（4回）(3)多文化共生の環境整備

◆災害時対応研修・訓練等の実施

事　業　名 事　項
事　業　量　

◆ウクライナ避難民通訳支援人材バ ウクライナ避難民通訳支援人材バン 登録者数 222名 ウクライナ避難民通訳支援人材バン

地域での災害時対応研修の実施（4回） 研修実施4回（参加者 62名） 地域での災害時対応研修の実施（4回）

◆災害多言語情報ウェブサイト・ア 大阪府災害多言語情報ウェブサイト・アプリ 大阪府災害多言語情報ウェブサイト・ ※令和5年度を以て5年間の受託期間

プリの運用 「Osaka Safe Travels」の運用及び利用促進 アプリを運用 が終了

(2)災害時の外国人支援の強化

ンク活用事業 ク制度の運営 研修実施1回（参加者 10名） ク制度の運営

令和６年度計画
備　考

令和５年度計画 令和５年度実績

◆災害時通訳・翻訳ボランティア 災害時通訳・翻訳ボランティア制度 登録者数 351名 災害時通訳・翻訳ボランティア制度

事業 の運営 研修実施1回（参加者 28名） の運営

(企業向けの研修充実) ※大阪府住宅供給公社向け研修

やさしい日本語による情報発信 アーカイブ配信視聴者 187名

◆やさしい日本語事業の普及 やさしい日本語関係研修の実施（4回） 研修実施4回（参加者 125名）

◆生活オリエンテーションの実施 自治会と協力し生活オリエンテー 1回開催（参加者 35名） 関係団体と協力して生活オリエン

ションを実施（1回） テーションを実施（2回）

(4)留学生会館の運営 ◆堺留学生会館オリオン寮の運営 留学生会館オリオン寮 留学生会館オリオン寮 留学生会館オリオン寮

85室を運営・管理 85室を運営 85室の運営・管理

（入居率（年平均）85.0％） 実績79.9％ （入居率（年平均）85.0％）

②国際交流情報の収集・発信事業

(1)OFIXからの情報発信 ◆OFIXホームページの運営、 HP、SNS(フェイスブック・X） HPアクセス数 74,980件 HP、SNS(フェイスブック・X）

メールマガジン「OFIXニュース」 のコンテンツ充実、多言語情報発信 フェイスブック配信数 155件 のコンテンツ充実、多言語情報発信

等の配信 OFIXニュースの発信 X(旧twitter)配信数 195件 OFIXニュースの発信

Youtube配信数 10件

OFIXニュース4回発行

◆OFIXプラザの運営 多文化共生チラシ配架、国旗の貸出 多文化共生チラシ配架、国旗の貸出 多文化共生チラシ配架、国旗の貸出

外国人留学生をサポーターとして

登録し、府内の学校等へ国際理解 派遣数 175校(うち新規 98校) 登録し、府内の学校等へ国際理解

③グローバル人材の育成事業

教育授業の講師として派遣 対象児童・生徒数 8,040名 教育授業の講師として派遣

サポーター派遣数 のべ205名

(1)国際理解教育の促進 ◆国際理解教育の促進 外国人留学生をサポーターとして 外国人サポーター等の派遣
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４．大阪府の財政的関与の状況 （単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和６年度
実績 実績 当初予算 実績 当初予算

19,000 20,918 22,179 21,364 17,400
19,000 20,000 20,000 20,000 17,400

0 918 2,179 379 0

0 0 0 985 0

14,248 13,190 12,993 14,523 0
（随契） 14,200 12,992 12,993 12,992 0

（随契） 0 0 0 1,530 0

（随契） 48 198 0 0 0

0 0 0 0 0
1,053 877 0 462 0

（役務費） 995 662 0 0 0

（報償費等） 34 185 0 12 0

（負担金） 24 30 0 450 0

34,301 34,985 35,172 36,349 17,400

（単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

0 0 0

0 0 0

区　　分
令和５年度

補助金、委託料等の内容

貸　付　金

補　助　金

（
内
訳

）

大阪府外国人受入環境整備事業費補助金（運営） 外国人への情報提供・相談を行う一元的相談窓口の運営

ウクライナ避難民受入環境整備事業費補助金

その他（分担金・負担金・出捐金等）

ウクライナ避難民の支援に関する通訳者の派遣や資料等の翻訳

中小企業者LED照明導入促進補助金

国際理解教育業務 国際理解教育外国人サポーターの派遣

委　託　料

（
内
訳

）

災害時多言語情報発信業務 災害多言語情報ウェブサイト・アプリの運用

通訳・翻訳業務 通訳・翻訳に係る業務

中小企業者LED照明導入促進補助金

府損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

府借入金残高（期末）

府立高校等への国際理解教育外国人サポーターの派遣

合 計

区　　分

（
内
訳

）

ネイティブチェック、翻訳等 府の文書・資料等の翻訳・ネイティブチェック、府事業での通訳等

講師謝金等 府開催講座等へ講師派遣にかかる報償費等

国際理解教育に係る負担金
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５．財務状況

(単位：千円）　

令和３年度 令和４年度 令和５年度 前年度比増減 分析・評価
3,233,313 3,142,254 3,063,641 △ 78,613

91,957 60,953 59,653 △ 1,300
現金預金 66,665 33,523 30,343 △ 3,180
未収金 25,281 27,336 28,169 833
その他流動資産 11 94 1,140 1,046

3,141,356 3,081,301 3,003,989 △ 77,312
基本財産 2,183,432 2,141,724 2,107,868 △ 33,856
特定資産 953,323 935,509 892,569 △ 42,940
その他固定資産 4,601 4,068 3,551 △ 517

10,396 14,240 17,204 2,964
9,037 12,748 14,664 1,916

短期借入金 0 0 0 0
未払金 7,038 7,509 9,850 2,341
その他流動負債 1,999 5,240 4,814 △ 426

1,359 1,491 2,540 1,049
長期借入金 0 0 0 0
各種引当金 0 0 0 0
その他固定負債 1,359 1,491 2,540 1,049

3,222,916 3,128,014 3,046,437 △ 81,577
2,891,133 2,827,467 2,740,148 △ 87,319

331,783 300,547 306,289 5,742

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

(現金預金)
現金預金の減少については、事業費の増
（5,154千円）、管理費の増（494千円）が主な要
因である。

(基本財産)
基本財産の減少については、債券の期末の時
価評価額の減（33,856千円）によるものであ
る。

(特定資産)
特定資産の減少については、国際交流事業積
立資産の取崩し(35,900千円)、債券の期末の
時価評価額の減（2,939千円）、建物の減価償
却に伴う減(14,933千円)が主な要因である。

(その他固定負債)
その他固定負債の増加については、オリオン
寮の保証金の長期預り金の増（1,049千円）に
よるものである。

流動資産

固定資産

負債合計
流動負債

固定負債

正味財産合計
指定正味財産
一般正味財産

貸
借
対
照
表

資産合計
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(単位：千円）　

令和３年度 令和４年度 令和５年度 前年度比増減 分析・評価

経常収益 99,520 109,843 153,806 43,963
基本財産運用益 20,737 21,663 22,184 521
特定資産運用益 2,776 4,614 5,253 639
受取会費 2,528 2,772 2,919 147
受取委託金 17,265 14,905 16,910 2,005
事業収益 18,154 27,641 27,938 297
受取補助金等 21,000 21,479 26,043 4,564
受取負担金 983 1,861 1,639 △ 222
受取寄付金 15,655 14,655 50,625 35,970
その他の収入（受取利息収入等） 421 254 295 41

経常費用 156,730 142,416 148,064 5,648
事業費 142,319 125,530 130,684 5,154
管理費 14,411 16,886 17,380 494

△ 57,210 △ 32,573 5,742 38,315
基本財産評価損益等 0 1,276 0 △ 1,276
特定資産評価損益等 △ 2,281 60 0 △ 60

△ 59,491 △ 31,237 5,742 36,979
経常外収益 0 0 0 0
経常外費用 0 0 0 0

0 0 0 0
△ 59,491 △ 31,237 5,742 36,979

基本財産運用益 20,737 21,663 22,184 521
特定資産運用益 2,776 4,614 5,253 639
基本財産評価損益等 △ 16,751 △ 40,432 △ 33,856 6,576
特定財産評価損益等 △ 5,404 △ 7,273 △ 2,939 4,334
一般正味財産への振替額 △ 35,857 △ 42,237 △ 77,962 △ 35,725

△ 34,499 △ 63,665 △ 87,320 △ 23,655
3,222,916 3,128,014 3,046,437 △ 81,577

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

正
味
財
産
増
減
計
算
書

（一般正味財産増減の部）

 （指定正味財産増減の部）

正味財産期末残高
当期指定正味財産増減額

評価損益等調整前当期経常増減額

（受取委託金）
受取委託金の増加については、翻訳、防災ガ
イド等の受託収入の増(1,323千円）が主な要因
である。

（受取補助金等)
受取補助金等の増加については、大阪府から
の中小事業者LED照明導入促進補助金(985
千円)、（公財）日本財団からのウクライナ避難
民通訳支援事業助成金(1,219千円)が主な要
因である。

（受取寄付金）
受取寄付金の増加については、特定資産の取
崩しによる受取寄付金の増（35,900千円）が主
な要因である。

（事業費）
事業費の増加については、ウクライナ避難民
通訳支援事業に携わる非常勤職員等の臨時
雇賃金の増（6,130千円）が主な要因である。

（管理費）
管理費の増加については、消費税及び地方消
費税の増（889千円）が主な要因である。

当期経常増減額

当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
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(単位：千円）　

保有総額＜令和5年3月31日時点＞ 保有総額と時価評価額差（B）-(A）

0 0

令和３年度 令和４年度 令和５年度 前年度比増減 分析・評価

15,829 15,771 14,974 △ 797

54,205 57,550 65,175 7,625

0 0 0 0

15,354 15,566 15,745 179

令和３年度 令和４年度 令和５年度 前年度比増減 分析・評価

公益事業費用／経常費用 90.8% 88.1% 88.3% 0.2%pt

人件費／経常費用 44.7% 51.5% 54.1% 2.6%pt

自己収入／経常収益 43.7% 48.7% 35.6% -13.1%pt

流動資産／流動負債　 1017.6% 478.1% 406.8% -71.3%pt

借入金残高／負債・正味財産合計　 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%pt

退職給付費用

（自己収入比率）
自己収入比率の減少については、特定資産の取崩
しによる経常収益の増（43,963千円）が主な要因で
ある。

（流動比率）
流動比率の減少については、現金預金の減（3,180
千円）、未払金の増(2,341千円)が主な要因である。

0

（職員人件費）
職員人件費の増加については、非常勤職員の
臨時雇賃金による増（6,130千円）、左記等に
伴う福利厚生費の増（1,052千円）が主な要因
である。

減価償却費

主要経営指標

自己収入比率

職員人件費

時価評価額（Ｂ）＜令和6年3月31日時点＞
仕組債の保有状況

借入金比率

主な経常費用

流動比率

0

保有総額（Ａ）＜令和6年3月31日時点＞

役員人件費

公益目的事業比率

人件費比率



公益財団法人 大阪府国際交流財団

令和6年03月31日 現在 (単位：円)

科　　目 当 年 度 前 年 度 増　　減

Ⅰ  資産の部

 １ 流動資産

現金預金 30,343,317 33,523,239 △3,179,922

未収金 28,169,069 27,336,256 832,813

前払金 1,140,457 93,500 1,046,957

立替金 0 0 0

流動資産合計 59,652,843 60,952,995 △1,300,152

 ２ 固定資産

(1)基本財産

普通預金 16,484,000 117,874,000 △101,390,000

定期預金 657,110 657,110 0

投資有価証券 2,090,727,100 2,023,192,800 67,534,300

基本財産合計 2,107,868,210 2,141,723,910 △33,855,700

(2)特定資産

国際交流事業積立資産 472,773,880 511,612,700 △38,838,820

修繕引当資産 17,783,000 10,063,041 7,719,959

安藤基金特定資産 3,904,334 3,904,334 0

建物 159,925,609 174,858,896 △14,933,287

建物付属設備 2,118,604 0 2,118,604

什器備品 1,448,562 455,171 993,391

土地 234,615,180 234,615,180 0

特定資産合計 892,569,169 935,509,322 △42,940,153

(3)その他固定資産

建物 3,037,178 3,553,928 △516,750

什器備品 12 12 0

電話加入権 513,968 513,968 0

その他固定資産合計 3,551,158 4,067,908 △516,750

固定資産合計 3,003,988,537 3,081,301,140 △77,312,603

資産合計 3,063,641,380 3,142,254,135 △78,612,755

貸借対照表
(単位：円)

科　　目 当 年 度 前 年 度 増　　減

Ⅱ  負債の部

  １ 流動負債

未払金 9,850,430 7,508,700 2,341,730

前受金 3,052,000 3,118,000 △66,000

預り金 1,761,985 1,029,681 732,304

賞与引当金 0 1,092,068 △1,092,068

流動負債合計 14,664,415 12,748,449 1,915,966

  ２ 固定負債

預り保証金 2,539,903 1,491,403 1,048,500

固定負債合計 2,539,903 1,491,403 1,048,500

負債合計 17,204,318 14,239,852 2,964,466

Ⅲ  正味財産の部

  １ 指定正味財産

寄付金 2,740,147,939 2,827,467,459 △87,319,520

指定正味財産合計 2,740,147,939 2,827,467,459 △87,319,520

（うち基本財産への充当額） (2,107,868,210) (2,141,723,910) (△33,855,700)

（うち特定資産への充当額） (632,279,729) (685,743,549) (△53,463,820)

  ２ 一般正味財産

一般正味財産合計 306,289,123 300,546,824 5,742,299

（うち特定資産への充当額） (260,289,440) (249,765,773) (10,523,667)

正味財産合計 3,046,437,062 3,128,014,283 △81,577,221

負債及び正味財産合計 3,063,641,380 3,142,254,135 △78,612,755



公益財団法人 大阪府国際交流財団

令和5年04月01日 から 令和6年03月31日 まで

(単位：円)

科　　目 当 年 度 前 年 度 増　　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

 １ 経常増減の部

(1)経常収益

① 基本財産運用益

基本財産受取利息 22,184,039 21,662,683 521,356

② 特定資産運用益

特定資産受取利息 5,253,460 4,613,811 639,649

③ 受取会費

受取会費 2,919,000 2,772,000 147,000

④ 受取委託金

受取委託金 16,910,357 14,905,116 2,005,241

⑤ 事業収益

事業収益 27,937,614 27,640,687 296,927

⑥ 受取補助金等

受取補助金等 26,043,318 21,479,040 4,564,278

⑦ 受取負担金

受取負担金 1,638,844 1,860,525 ▲221,681

⑧ 受取寄付金

受取寄付金 50,625,100 14,655,000 35,970,100

⑨ 雑収益

雑収益 294,510 254,477 40,033

経常収益計 153,806,242 109,843,339 43,962,903

(2)経常費用

① 事業費 130,684,206 125,530,495 5,153,711

役員報酬 10,471,725 11,008,449 ▲536,724

給料手当 29,873,597 29,813,878 59,719

雑給 3,764,445 3,261,452 502,993

臨時雇賃金 16,522,852 10,393,164 6,129,688

福利厚生費 8,175,534 7,081,742 1,093,792

旅費交通費 483,456 365,840 117,616

通信運搬費 1,096,359 1,323,456 ▲227,097

減価償却費 15,651,911 15,470,112 181,799

消耗什器備品費 355,278 169,873 185,405

消耗品費 2,206,983 3,064,252 ▲857,269

修繕費 1,251,985 1,242,164 9,821

印刷製本費 817,022 188,488 628,534

光熱水料費 5,721,461 6,331,253 ▲609,792

賃借料 6,762,187 6,463,833 298,354

リース料 1,867,790 1,877,738 ▲9,948

保険料 1,100,790 892,690 208,100

諸謝金 7,122,287 8,614,543 ▲1,492,256

租税公課 2,540 1,400 1,140

支払負担金 390,730 336,940 53,790

委託費 17,019,482 17,613,498 ▲594,016

雑費 25,792 15,730 10,062

正味財産増減計算書

(単位：円)

科　　目 当 年 度 前 年 度 増　　減

② 管理費 17,379,737 16,885,505 494,232

役員報酬 2,814,729 3,027,310 ▲212,581

給料手当 7,021,364 7,186,886 ▲165,522

福利厚生費 1,505,504 1,546,948 ▲41,444

旅費交通費 57,904 37,330 20,574

通信運搬費 70,511 70,933 ▲422

減価償却費 93,015 96,031 ▲3,016

消耗品費 29,683 31,807 ▲2,124

印刷製本費 46,206 38,406 7,800

光熱水料費 138,307 163,163 ▲24,856

賃借料 1,009,204 1,033,065 ▲23,861

リース料 382,654 382,790 ▲136

保険料 212,439 310,956 ▲98,517

諸謝金 1,012,000 1,028,000 ▲16,000

租税公課 1,264,670 375,700 888,970

支払負担金 701,875 706,675 ▲4,800

委託費 623,548 453,165 170,383

雑費 396,124 396,340 ▲216

経常費用計 148,063,943 142,416,000 5,647,943

評価損益等調整前当期経常増減額 5,742,299 ▲32,572,661 38,314,960

基本財産評価損益等 0 1,276,000 ▲1,276,000

特定資産評価損益等 0 60,000 ▲60,000

評価損益等計 0 1,336,000 ▲1,336,000

当期経常増減額 5,742,299 ▲31,236,661 36,978,960

  ２ 経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

① 固定資産除却損

什器備品除却損 0 1 ▲1

経常外費用計 0 1 ▲1

当期経常外増減額 0 ▲1 1

当期一般正味財産増減額 5,742,299 ▲31,236,662 36,978,961

一般正味財産期首残高 300,546,824 331,783,486 ▲31,236,662

一般正味財産期末残高 306,289,123 300,546,824 5,742,299

Ⅱ  指定正味財産増減の部

１  基本財産運用益

基本財産受取利息 22,184,039 21,662,683 521,356

２  特定資産運用益

特定資産受取利息 5,253,189 4,613,553 639,636

３  基本財産評価損益等

基本財産評価損損益等 ▲33,855,700 ▲40,431,600 6,575,900

４  特定資産評価損益等

特定資産評価損益等 ▲2,938,820 ▲7,272,700 4,333,880

５  一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 ▲77,962,228 ▲42,237,296 ▲35,724,932

当期指定正味財産増減額 ▲87,319,520 ▲63,665,360 ▲23,654,160

指定正味財産期首残高 2,827,467,459 2,891,132,819 ▲63,665,360

指定正味財産期末残高 2,740,147,939 2,827,467,459 ▲87,319,520

Ⅲ  正味財産期末残高 3,046,437,062 3,128,014,283 ▲81,577,221



公益財団法人 大阪府国際交流財団

Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

単
位 R４実績値 R５目標値

R５実績値
（※１）

ウエイト
得点

（※２）
小計

（※３）

６．R５年度　経営目標の達成状況

戦略目標 成果測定指標

① 外国人相談機能の専門性向上 専門相談会の実施回数 回 48 54 30 30
30/30

【100％】
52

10 1012

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

① 外国人相談機能の専門性向上

外国人情報コーナーの相談件数 件 2,927

地域での合同・出張相談会の実施回数 回 12

2,079

12

②

百万円

2,800

災害時対応研修・訓練等の実施回数 回 3

△ 42

4 4

件 78,186

△ 33

「やさしい日本語」関係研修等の実施回数 回

災害時における迅速な情報発信の強化

5 0

4 104

85.0 79.9 5 0％

※２　目標値が前年度実績以上の場合、当該年度の実績値が目標値に到達しないときでも、達成状況に応じて加点を行う。

※１　網掛けは目標達成項目。

10
実質収支差額(評価損益等調整前当期経
常増減額より、特定資産取崩額を除く)

留学生会館入居率(年平均) 82.0

※３　小計の【　　】は得点率。

△ 30 10

4

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

10/15

【67％】
④ 財政基盤の強化

コミュニティ通訳ボランティア研修の実施回数 回 1

③ 多文化共生の拠点機能の強化・充実

相談員研修の実施回数 回 2

ホームページアクセス数

5 5

86,000 74,980

45/55

【82％】

2 2 10 10

5 0

3 3

10 10

10



公益財団法人 大阪府国際交流財団

点数（合計）

85

令和５年度は、新たにスタートした新「ＯＦＩＸ中期経営計画(令和５年度～令和９年度)」の初年度にあたり、重点事業として「外国人相談機能の専門性向上」、「災害時における迅速な情報発信の強
化」に取り組んだ。特に「多文化共生の拠点機能の強化・充実」を図り、誰一人取り残さない安全・安心に暮らせる環境整備をめざして、出入国在留管理庁などの関連機関との連携を強化して専門相
談会の充実を図るとともに、「ウクライナ避難民通訳支援人材バンク制度」および「ウクライナ避難民ワンストップ相談窓口」を継続して設置するとともに、夜間中学校や地域日本語教室へのヒアリン
グ、府内の市町村や国際交流協会等と連携した合同・出張相談会や、外国人材の受け入れを行う企業向けのやさしい日本語の研修会の実施など、在住外国人に関わる機関と多角的に連携するこ
とにより、外国人に寄り添い型の支援体制のネットワークの拡大に努め、目標10項目中７項目で目標以上の成果を収めることができた。

(目標未達項目と今後の対応策)
・外国人情報コーナーの相談件数…新型コロナウイルス感染症の影響により生じた経済的課題への対応等を含め、大阪府が設置する他の相談窓口や地域の関係機関等と連携して、相談対応に

あたるとともに、情報コーナーの周知を強化する。
・ホームページアクセス数…レイアウトや写真等を工夫し、よりわかりやすく、必要な情報が探しやすいように、トップページをニーズやユーザー特性別に再編した。種々の情報提供や事業報告な

ど、こまめに情報更新することにより、何度でも訪問してもらえるホームページとすべく工夫・努力を重ねる。特に、新着情報の更新を短期間で簡便に更新できる仕組みとしたことから、更新頻度を高
めることで、リピーターの獲得に繋げていく。

・留学生会館入居率(年平均)…大学院へ進学する留学生や医学部の留学生への対応として、入居期間ルールを最長４年から最長６年に延長、また寮近隣の入居実績校以外の大阪府内の大学等
にも広く案内することで在籍校の多数化を促進し、空室の解消を図る。

７．法人による評価結果

法人の総合的評価結果



公益財団法人 大阪府国際交流財団

８．府の審査・評価の結果

点数（合計） 役員業績評価

85 B

９．「令和６年度大阪府行政経営の取組み」における方向性（令和６年２月）

○存続
・多文化共生の拠点機関として、府内市町村や国際交流協会等と引き続き連携し、在住外国人の相談対応や災害時の多言語支援等に取り組む

審査の結果

新「ＯＦＩＸ中期経営計画(令和５年度～令和９年度)」に基づき、事業を
展開している。目標10項目中７項目で経営目標を達成している。

○最重点目標、事業効果、業績、CSについて
・最重点目標である専門相談会の実施回数については、関係機関等
との連携を行いながら、目標を達成した。
・やさしい日本語研修や、コミュニティ通訳ボランティア研修等につい
ても、目標としている実施回数を達成した。
・一方で外国人情報コーナーの相談件数及びホームページアクセス
数は目標未達となっていることから、周知の強化等に引き続き努める
こと。

○財務、効率性について
・新中期経営計画より新たに経営目標として掲げた実質収支差額（評
価損益等調整前当期経常増減額より、特定資産取崩額を除く）につ
いては、目標を達成した。
・一方で留学生会館入居率（年平均）は目標未達となっていることか
ら、大阪府内の大学等への案内などに引き続き努めること。

経営状況、事業の実施状況その他の事項に関する府の評価結果及び指導・助言

（評価）
・最重点目標である「専門相談会の実施回数」、「地域での合同・出張相談会の実施回数」、
「災害時対応研修・訓練等の実施回数」などの相談会や各種研修等の指標については、い
ずれも目標を達成しており評価できる。
・一方で「ホームページアクセス数」及び「外国人情報コーナーの相談件数」については、目
標値を下回っており、件数向上に向けた積極的な取組みが必要である。

（指導・助言）
・引き続き、府内市町村をはじめとした関係機関等と連携し、外国人への相談体制の更なる
拡充に取り組むこと。
・「ホームページアクセス数」及び「外国人情報コーナーの相談件数」については、法人ホー
ムページの更なる充実を図るとともに、各種SNSを活用した情報発信を行い、認知度向上に
努めるなど、目標達成に向けた取組みを行うこと。
・安定的な資産運用、補助金や助成金等の外部資金の獲得及び運営コストの抑制などに
努め、更なる財政基盤の強化に向けて、引き続き取り組むこと。
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ミッション 基本方針 戦略目標と成果測定指標【中期経営計画上の目標値】

１０．経営目標設定の考え方

○大阪の国際競争力の強化

2023（令和５）年度からの中期経営計
画に基づき、外国人の受入促進や活動環
境の整備、国際交流情報の収集及び発信、
大阪の国際競争力の強化等を図る。

■ 大阪府の施策

・国際化施策の充実

２ 災害時における迅速な情報発信の強化

防災に関する情報提供を行うとともに、災害発
生時には迅速な情報発信に努める

起こり得る災害に備えるため、地震・津波の発
生に加え、近年頻発する気象災害などを想定した
研修・訓練を実施する

４ 多文化共生の拠点機能の強化・充実

地域に根差した外国人支援を進めるため、府内
の市町村や国際交流協会と連携するとともに、情
報提供や人材育成等をサポートし、信頼される拠
点機関としての機能強化をめざす

国や大阪府の各部局、府内の多文化共生施策を
担う官民の機関との連携強化をめざす

５ 事業基盤の強化

安定的な資産運用、外部資金の獲得などに努め、
さらなる財政基盤の強化をめざす

① 外国人相談機能の専門性向上

・専門相談会の実施回数
【48回(R4実績)→60回(R9)】

・地域での合同・出張相談会の実施回数
【12回(R4実績)→12回(R9)】

・外国人情報コーナーの相談件数
【2,927件(R4実績)→2,800件(R9)】

② 災害時における迅速な情報発信の強化

・災害時対応研修・訓練等の実施回数
【３回(R4実績)→５回(R9)】

③ 多文化共生の拠点機能の強化・充実

・相談員研修の実施回数
【２回(R4実績)→３回(R9)】

・「やさしい日本語」関係研修等の実施回数
【４回(R4実績)→４回(R9)】

・コミュニティ通訳ボランティア研修の実施回数
【１回(R4実績)→２回(R9)】

・ホームページアクセス数
【78,186件(R4実績)→120,000件(R9)】

④ 財政基盤の強化

・実質収支差額
（評価損益等調整前当期経常増減額より、特定資産取崩額を
除く）
【△33百万円(R4実績)→△32百万円(R9)】

・留学生会館入居率（年平均）
【82.0％(R4実績)→85.0％(R9)】

３ 万博関連事業の取組み

大阪・関西万博との連携・協力を通じて、外国
人が安全・安心に暮らせる国際都市大阪の実現に
向けた貢献をめざす

１ 外国人相談機能の専門性向上

外国人が言葉の壁に困ることなく、安全・安心
に暮らせるように、生活や災害に関する情報提供
・相談対応について、より外国人に寄り添えるよ
う質的向上をめざす
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令和５年度からの新中期経営計画の取組みの三本柱の一つである「誰一人取り残さない安全・安心に暮らせる環境整備」に向けた
重点目標として、「外国人相談機能の専門性向上」を挙げている。 国・大阪府の補助金を得て、外国人からの生活相談対応及び適切な情報提供を行う「大阪

府外国人情報コーナー」の運営を行う。
引き続き、関係機関との連携等、相談体制を充実させ、相談者に寄り添い、具体的な解決
への道筋をつける伴走型の対応をめざす。
　◇情報提供型から、問題解決伴走型相談窓口を目指した、相談員の専門性の向上、相談
体制の整備
　　・国で８月頃から養成開始と検討中の「外国人支援コーディネーター」の認証取得
　　・新しい通信環境・機器を利用した複合的な相談対応（電話会議システムの利用、ZOOM
等の一層の活用等）
　　・地域国際化協会などで外国人相談対応に実績のある関係者とのネットワークの構築

　◇国、関係機関等との連携強化、専門相談・共同事業の実施
　　・大阪府が設置する他の相談窓口との連携（住宅相談、女性相談、労働相談に続き、消
費者相談、人権相談等）
　　・社会福祉協議会、大阪弁護士会等、地域の関係機関との連携
　　・国の総合調整機能を担う出入国在留管理庁との連携
　
　◇府内市町村、国際交流協会支援機能の強化
　　・日本語教室等、外国人と接する現場と連携した出張相談会の開催
　　・出入国在留管理庁、府等と連携した、相談窓口未設置市町村向け支援の実施（外国
人受入環境整備交付金の活用説明会、立上げ支援等）
　　・専門相談を軸とした地域合同相談会の開催（労働相談、弁護士・行政書士相談、税・社
会保険相談等）
　　・府内市町村や国際交流協会の相談員・窓口担当職員を対象に含む研修の実施、研修
内容の高度化
　
　◇大阪府臨床心理士会と連携してカウンセラーによる専門相談を本格実施し、相談体制
の質的向上を図る。

様々な悩みを抱える外国人が、なるべく早く解決の糸口を見出すには、より専門的な相談の機会をワンストップで設けることが望ま
しい。これまでも弁護士または行政書士による専門相談や、大阪出入国在留管理局及び大阪労働相談センターとの共催による専
門相談を実施しているが、今後も、こうした専門相談の拡充や相談対応の質的強化を図っていく必要がある。

活動方針

１１．R６年度　目標設定表

Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

戦略目標 成果測定指標
単
位

R４実績値 R５実績値 R６目標値
ウエイト
（R６）

中期経営計画
最終年度

目標値（R９）

① 外国人相談機能の専門性向上 専門相談会の実施回数 回 (48) 54 54

最重点目標達成のための
組織の課題、改善点

関係機関との連携等、相談体制の拡充により、引き続き相談者に寄り添い、具体的な解決への道筋を付ける伴走型の対応をめざ
す。
また在阪外国人の国別構成比の変化や多国籍化が進み、相談内容の複雑化・難易度もアップし、自法人だけで対応が困難になっ
ており、国、府、関係機関等との連携が必要不可欠となっている。
加えて、相談員の能力向上に資するため、待遇の改善や心のケア等、定着化促進に対する充分な配慮も必要である。

法人経営者の考え方（取組姿勢・決意） 戦略目標達成のための活動事項

最重点とする理由、
経営上の位置付け
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※ （　　)は当該年度の経営目標として設定していないため、参考として記入した実績値

戦略目標達成のための活動事項
ウエイト
（R６）

12 ・専門相談の分野の充実など、相談会の質の向上に取り組む

・災害時多言語支援センターの設置マニュアルの確認・改訂
・多様な災害を意識し、府内市町村や国際交流協会等との共同研修や訓
練、また近畿地域国際化協会連絡協議会等との連携による研修・訓練の
実施・参画

・府内在住の外国人住民に対して、在留手続き、雇用、医療、福祉、出
産、子育て、教育などの生活に係る適切な情報や相談場所に迅速に到達
することができるよう、多様なツールを活用し、情報提供および相談を多
言語で行うワンストップ型の相談窓口の運営を引き続き行う

12

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

戦略目標 成果測定指標
単
位

R４実績値 R５実績値

2,800

災害時における迅速な情報発信の強化 5

2,800

R６目標値
中期経営計画

最終年度
目標値（R９）

①

5

10

4 4 10②

外国人相談機能の専門性向上

地域での合同・出張相談会の実施回数 12

外国人情報コーナーの相談件数 件 2,927 2,079

回 (12)

災害時対応研修・訓練等の実施回数 回 3

79.9 85.0

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、　コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

実質収支差額(評価損益等調整前当期経常増減額
より、特定資産取崩額を除く)

百万円 （△ 33）

5 85.0

・大阪府堺留学生会館オリオン寮を管理・運営していくとともに、収入の増
加を図る
・施設は当面維持し、必要最低限の維持補修や備品の更新を実施し、入
居率を維持する

△ 32

・歴史ある地域国際化協会としての信頼を基に、国や他の公益法人等か
らの支援を獲得するとともに、事業を通じて存在感を高め、民間（企業）か
らの支援につなげる
・基本財産を維持しつつ、金利動向を見ながら、より有利で安全な資産運
用に努める

留学生会館入居率(年平均) ％ (82.0)

10△ 30 △ 38

2 10 2

③ 多文化共生の拠点機能の強化・充実

相談員研修の実施回数 回 (2) 3 3 5 3

・社会経済情勢の変化や地域のニーズに応じて、コミュニティ通訳として
語学ボランティアが活躍できるよう研修の充実を図る

財政基盤の強化④

・出入国在留管理局など国の関係機関や社会福祉協議会、大阪弁護士
会等の地域の関係機関との連携を強化し、研修内容の充実と高度化を
図る

ホームページアクセス数 件 78,186 74,980 120,000 5 120,000

・ホームページやSNSを通じ、平時から気象災害を含む防災情報を発信
・ホームページリニューアルに伴い、「よくある生活質問集」「大阪生活必
携」等の記載内容の充実を図るとともに、新着情報などこまめな情報更新
に努める

「やさしい日本語」関係研修等の実施回数 回 4 4 4 10 4

・企業向けの研修に重点を置き、積極的な広報を通じて企業関係者の参
加を促す
・他団体の実施するやさしい日本語研修への参加を通じ、財団職員のや
さしい日本語に係る知見・能力の向上を図る

コミュニティ通訳ボランティア研修の実施回数 回 (1) 2
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